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安倍首相、「獣医学部新設 全国に」と、 

「加計学園疑惑」への関与を認めるような発言？ 
安倍首相は 24日、神戸市で講演し、国家戦略特区での獣医学部の新設について、「速やかに全国

展開をめざす」と獣医学部の新設をさらに進める考えを示しました。 

安倍首相は、「加計学園」の獣医学部新設について、改めて「決定プロセスは適正でなければな

らない。『私の友人だから認めてくれ』などという訳のわからない意向がまかり通る余地など全く

ない」と弁明。そして、「半世紀以上守られてきた硬い岩盤に風穴を開けることを優先し、獣医師

会からの強い要望を踏まえ、まずは１校だけに限定して特区を認めたが、中途半端な妥協が国民的

な疑念を招く一因となった。改革推進の立場からは限定する必要は全くない。速やかに全国展開を

目指したい」と述べ、獣医学部の新設をさらに認める方向で検討する考えを示しました。 

政府は 2015年の「日本再興戦略」に獣医学部の新設を盛り込んだ際、獣医学部の新設には、既

存の大学・学部で対応が困難などの「4条件」※を設定し 

ました。全国展開するには、４条件との整合性をとる必要 

があります。獣医学部新設をめぐり獣医師会や各省庁が、 

これまで積み上げてきた議論を無視する暴論です。 

「加計ありき」の批判を振り払うため！ 

安倍首相は加計問題に一切関係ないと答弁して来ました 

が、今回の発言は「おれが決めれば何校でも設置できる」 

と白状したに等しい発言です。この発言について、25日の 

日本テレビ「真相報道バンキシャ！」は、「あまりにも批判が続くから頭にきて言ったんだ」と話

した報道しています。「国民にきちんと説明する」と言っておきながら、全くその姿勢が見えませ

ん。読売新聞さえ、「加計学園を巡る問題などで内閣支持率が下落する中、「加計ありき」の批判を

振り払うためとの見方が専らだ」と報じています。 

この突然の方針転換発言に、国民は怒り、政府内にも戸惑いの声が広がっています。日本獣医師

会の北村直人顧問は、「何校でもいいとなれば、これまで特区で決めてきたことは何だったのか」

と首相の方針転換を批判しました。また、共産党の小池晃書記局長は、「びっくりした。学校法人

『加計学園』ありきで議論を進めたと自ら認めたのでないか」と批判。加計問題が表面化する前ま

では「獣医学部をいっぱい作ろうなんて議論をあまり聞いたことがない」と強調し、「自分の疑い

を晴らすために国の政策を根本から変えるなんて、ちょっとすさまじい」とも批判しました。 

※4条件とは、 

1.現在の提案主体による既存獣医師養成でない構想が具体化し、2.ライフサイエンスなどの獣医

師が新たに対応すべき具体的需要が明らかになり、かつ、3.既存の大学・学部では対応困難な場合

には、4.近年の獣医師需要動向も考慮しつつ、全国的見地から本年度内に検討を行う。 
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稲田防衛相、都議選応援で「自衛隊として」と、 

憲法・公職選挙法・自衛隊法違反の発言！ 辞任せよ！ 

 稲田朋美防衛相は 27日、板橋区内で開催された自民党の都議選候補の集会に出席し、「防衛省、

自衛隊、防衛大臣、自民党としてもお願いしたい」と発言しました。演説会場の近くには陸上自衛

隊練馬駐屯地（練馬区）があり、地域住民に「防衛省、自衛隊として」とはとんでもない発言です。 

 自衛隊法は、防衛省職員、自衛隊員の政治的行為を制限し、政令で地方公共団体の議会議員選挙

で特定の候補者を支持することを禁じています。稲田氏の発言は、防衛省と自衛隊も組織を挙げて

選挙に協力すると表明したと受け取られかねず、法律に抵触する恐れがあります。 

 稲田氏は 27日深夜、衆院議員会館で記者団に「誤解を招きかねない発言だ。撤回したい」と表

明しました。そして、発言については「（駐屯地がある）地域の皆さまへ感謝していると言いたか

った」と釈明しました。さらに、「職を辞する考えはあるか」との質問には「これからも職務を全

うしていきたい」と否定しました。 

 この発言に対して、野党は反発を強め、辞任を求めました。民進党の蓮舫代表は「自衛隊を政治

的に利用、選挙で私物化するもので看過できない。即刻辞任すべきだ」とのコメントを発表。共産

党の小池晃書記局長は自身のツイッターで、「最も中立的でなければならない自衛隊という実力組

織を選挙のために利用するのは全くもって言語道断」と厳しく批判しました。  

また自民党の防衛相経験者が「自衛隊を選挙に利用してはいけない。政治的に中立なのは当たり

前。こんなこともわかっていないのか」と述べるなど、自民党内からも批判する声があがっていま

す。何度も、何度も失言・暴言・問題行動が続く稲田防衛相は、そく辞任すべきです。 

自衛隊法（政治的行為の制限） 

第六十一条 

隊員は、政党又は政令で定める政治的目的のために、寄附金その他の利益を求め、若しくは受領

し、又は何らの方法をもつてするを問わず、これらの行為に関与し、あるいは選挙権の行使を除く

ほか、政令で定める政治的行為をしてはならない。 

自民・石破氏、自衛隊明記で９条２項空文化させると指摘 

 自民党の石破茂元防衛相が 27日付「読売」のインタビューで、安倍首相が主唱する憲法 9条１

項、2項を残して自衛隊を明文で書き込むという 9条改憲案について、「どう書こうと、9条 2項の

『陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない』とは矛盾し、むしろ 2項を空文化させる」と指摘

しました。 

 石破氏は「近代戦遂行能力を備えた自衛隊が『戦力』に至らないと言われても、普通の人はまず

理解できない。国際社会から見れば軍隊だ。首相の案は、国民が『おかしいよね』と思っているこ

とを憲法で固定する」とし、「そうではない書き方があるなら教えてほしい」と述べています。 

 軍事に詳しい自民党きっての安保族と言われる石破氏は、自民党改憲草案にこだわり、この間安

倍首相の 9条改憲に異議を唱え、改憲草案の 9条 2項を削除し、9条の 2に国防軍を明記するよう、

主張してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

憲法会議の SNS の活用について 

１．Facebook について  

「憲法会議」（@kenpokaigi）名で、facebook ページ https://www.facebook.com/kenpokaigi/ 

２．Twitter について 

「憲法会議 @sin281104」でアカウントを作成しました。 

どうぞ、憲法しんぶん速報の読者の皆さん、ご活用ください。 

https://www.facebook.com/kenpokaigi/
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各地のとりくみ 

長野県・松本市 青年らレジスタンスデモで抗議 

 長野県の青年有志でつくる「僕らが主権者って知 

らなくて委員会（ぼくしゅけ）は 25日、松本市で共 

謀罪廃止と安倍政権の退陣を求め、レジスタンスデ 

モに取り組み、約 50人が「盗聴・密告・監視の法律、 

廃止」の声を響かせました。 

 サウンドカーが先導し、ラップ調で「いいね！が押せる社会を壊すな」などと松本駅周辺商店街

でコールすると、居酒屋の若い女性店員が表に出てリズムに合わせて体を動かしたり、通行人がス

マホで撮影したりするなど、注目を集めました。 

 デモに先立ち松本城公園で集会を開き、青年が思いをマイクにぶつけました。共謀罪についてツ

ィターやテレビで知ったという市内の中学校 1年生の男子もスピーチ。「ＳＮＳが警察に監視され

る社会は絶対いやだ」「共謀罪で声をあげないともっとひどい法律が通る恐れがあるので、もっと

声をあげたい」と話しました。 

 日本共産党、民進党、社民党の代表があいさつし、野党共闘で当選した杉尾秀哉参院議員がメッ

セージを寄せました。 

鳥取 「共謀罪」成立で緊急抗議活動 市民団体など 

 共謀罪法が成立した 15日、ＪＲ鳥取駅前（鳥取市）で、市民団体や政党などが個別に緊急の抗

議活動をし、成立に反対する声を上げました。 

 「憲法改悪反対鳥取県共同センター」の抗議活動では、同 

センターを構成する市民団体の代表ら約 30人が道行く人たち 

に「強行採決に抗議」などと書いたプラカードを示し、次々 

にマイクを握りました。県民主医療機関連合会の是枝清一さ 

ん（25）は「私たちの声に政治は関心がない。腹の底から怒 

りがわいてくる。成立はしたが、廃止に向けて声をあげよう」 

と呼びかけました。 

 「憲法擁護・平和・人権フォーラム鳥取県」のメンバー約 10人は抗議声明を記したチラシ 100

枚を配りました。事務局長の棚田厚さん（45）は「国民の理解と丁寧な説明が必要なのに審議が不

十分。問題を指摘し続け、法の見直しを求めたい」と話しました。 

奈良 共謀罪、議論封殺。自公維の異常な強行採決！抗議行動 

 徹夜の国会で共謀罪法案が自公維の数の力で強行採決さ 

れたことに怒り、15日、抗議行動が奈良駅前でも行われま 

した。 

「審議するほど問題が明らかになって、反対が増えてい 

る、こんな暴走は許せない」と、緊急にとりくまれた抗議 

行動でした。急な呼びかけにも関わらず、JR奈良駅前には、 

奈良弁護士会、生コン労働者、9条守れ共同センター、新 

婦人の女性たち、民主商工会からも、どんどん集まって、 

安倍政権の打倒、共謀罪は廃止させるまで闘うぞ！と声を 

上げました。 

 

 

 


